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東京都市計画地区計画の決定（ 東京都決定） （ 原案）  

都市計画大崎駅東口第４ 地区地区計画を次のよ う に決定する 。  

名 称 大崎駅東口第４ 地区地区計画 

位 置 品川区大崎一丁目地内 

面 積 約４ ． ６ ｈ ａ  

地区計画の目標 

 

本地区は、 Ｊ Ｒ 線・ り んかい線が乗り 入れる 大崎駅の東口に位置する 交通利便性の高い地区であり 、 環状６ 号線、 Ｊ Ｒ 山

手線及び目黒川に外周を 囲ま れた特徴的な地区形状を有し ている 。 周辺では、 かつての町工場等が多く 立地する 工業系の土

地利用から の土地利用転換に併せた高度利用等が進んでおり 、 本社機能や研究開発機能を有する 企業の集積が進んでいる 。

一方で、 本地区は狭 隘
き ょ う あい

な行き 止り 道路が多く 、 安全で快適な歩行者環境が未整備である ほか、 建物の老朽化が進行する など

防災性の向上が課題と なっている 。 ま た同時に、 駅や周辺市街地、 目黒川を つなぐ バリ アフ リ ー化さ れた歩行者ネッ ト ワ ー

ク が形成さ れていないこ と 、 遊休地化の進行、 憩いの空間や緑の不足など の課題を抱えている 。  

大崎駅周辺地域は都市再生緊急整備地域に位置付けら れており 、「 地域整備方針（ 令和３ 年８ 月）」 では、「 東京のも のづく

り 産業をリ ード する 新産業・ 業務拠点」 や「 魅力と にぎわいのある 都市空間」 を形成し ていく こ と など が示さ れている 。  

「 東京都市計画都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針（ 令和３ 年３ 月）」 では、 中核的な拠点に位置付けら れ、「 駅の

タ ーミ ナル機能を生かし 、 大規模低未利用地の計画的な土地利用転換や機能更新が進み、 研究開発型産業を核と する 業務、

商業、 文化、 居住など の複合的機能を 備えた、 東京のも のづく り 産業をリ ード する 、 魅力と にぎわいのある 拠点を形成」 す

る こ と などがま ちの将来像と し て示さ れている 。  

「 品川区ま ちづく り マス タ ープラ ン（ 令和５ 年３ 月）」 では、 広域活性化拠点と し て位置付けら れ、「 職・ 住・ 遊・ 学の拠

点の魅力で、 多様な人々を ひき つける 質の高い先端都市」 と いっ た地区のま ちづく り の目標が掲げら れている ほか、「 新産

業・ 業務拠点の形成、 都心居住・ 商業機能等の導入」、「 道路・ 広場空間・ 歩行者ネッ ト ワ ーク ・ 公園の充実」 と いっ た方針

が示さ れている 。 ま た、「 大崎駅周辺地域都市再生ビジョ ン（ 平成 16 年 11 月）」 では、 目標と する 将来市街地像と し て「 東

京のも のづく り 産業をリ ード する 拠点形成を 担いつつ、 多様な人々が共に、 住み、 働き 、 学び、 親し み、 楽し む都市」 が掲

げら れている ほか、「 大崎駅東口第４ 地区ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン（ 令和５ 年７ 月）」 では、「 はたら く 場」 や「 く ら す場」 を

充実する と と も に、 大崎固有の魅力である「 みど り 豊かな環境」 や「 も のづく り 技術」 を つなげ、 新たな魅力を 発信し 、 人々

を ひき つける ま ちを創造する こ と など をま ちづく り の方向性と し 、 業務・ 商業・ 住宅等の機能を導入し た複合市街地や、 そ

れと あわせたま と ま り のある 広場空間や都市軸の形成、 大崎駅周辺地域における 歩行者の回遊性の向上、 安全な自動車ネッ

ト ワ ーク の形成、 みど り 豊かな大崎を 印象付ける みど り のネッ ト ワ ーク の形成、 防災力の強化など が示さ れている 。  

こ れら を背景と し ながら 、 も のづく り 産業や新産業、 研究開発等に携わる 企業等の入居に対応し た業務機能、 都心居住や

子育て支援等を推進する 住宅、 商業等の機能の複合的な導入、 地区の特性を 生かし た魅力の発信など と と も に、 駅や周辺市

街地及び目黒川と の接続性を高める 歩行者ネッ ト ワ ーク の形成、 整備する 位置や利用者の属性に応じ た広場等のみど り 豊か

なオープンス ペース の整備、 土地利用転換に伴う 新し い都市活動を支える 道路等の基盤整備を段階的かつ一体的に推進し 、

地域の防災対応力強化や、 環境負荷低減に配慮し ながら 、 大崎駅東口における 更なる 拠点性の向上及び個性豊かな魅力を発

信し 続ける 複合市街地の形成を図る 。  

ま た、 エリ アマネジメ ント の取組によ り 、 広場等を活用し た交流の促進やにぎわいの創出及び、 公共的な空間の適切な維

持管理を行う こ と で、 地域の魅力・ 価値の持続的な向上を図る 。  
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公共施設等の 

整備の方針 

大崎駅東口第４ 地区ま ちづく り ガイ ド ラ イ ンに示さ れている 都市基盤の考え方に基づき 、 以下の方針に従って必要な公共

施設等の整備を行う 。  

１  道路等の整備方針 

（ １ ） 大崎駅と 本地区と を円滑につなぐ バリ アフ リ ーの歩行者ネッ ト ワ ーク を形成する ため、デッ キレ ベルに歩行者専用道

路１ 号を整備する 。  

（ ２ ） 土地利用転換に伴う 新し い都市活動を支える と と も に、地区内の円滑な交通処理を可能と する 区画道路１ 号を 整備す

る 。  

２  歩行者ネッ ト ワ ーク の整備方針 

（ １ ） デッ キレ ベルを中心に、 滞留機能を 備えながら 大崎駅と 周辺地域を広域的につなぐ と と も に、 浸水等の災害時には緊

急避難動線と し ても 機能する 地区のシンボルと なる 歩行者通路１ 号を整備する 。  

（ ２ ） 環状６ 号線と Ｊ Ｒ 山手線沿いの歩行者ネッ ト ワ ーク をつなぐ 南北方向の歩行者動線と し て歩行者通路２ 号を、広場状

空地１ 号と 公園１ 号をつなぐ 東西方向の歩行者動線と し て歩行者通路３ 号を 整備する 。  

（ ３ ） ゆと り と にぎわいのある 街並みの演出及び安全で快適な歩行者ネッ ト ワ ーク の形成を図る ため、 歩道状空地１ 号、 ２

号、 ３ 号、 ４ 号及び５ 号を 整備する 。  

（ ４ ） 五反田方面から 広町方面へと 続く 緑豊かな目黒川沿いの歩行者ネッ ト ワ ーク をつなぐ 河川管理用通路を整備する 。  

（ ５ ） 目黒川沿いのにぎわい創出、 舟運ネッ ト ワ ーク の形成及び災害時における 活用によ る 防災性の向上を図る ため、 船着

場を整備する 。  

（ ６ ） 広町方面と の広域的な歩行者ネッ ト ワ ーク 形成を 図る ために、 交通規制と 併せた歩行者空間改善を行う 。  

３  広場等の整備方針 

（ １ ） 大崎駅から 本地区への動線を受け止め、 地区の玄関口と し てのにぎわいを創出する と と も に、 も のづく り をはじ めと

し た地区の特徴・ 魅力を発信する 広場１ 号をデッ キレ ベルに整備する 。  

（ ２ ） 目黒川沿いの水と みど り のネッ ト ワ ーク の起点であり 、 鉄道等から の視認性の高い立地特性を生かし 、 当地区で生み

出すにぎわいや潤いを 表出する 象徴的な空間と し て、 地上と デッ キレ ベルを ゆる やかにつなぐ 緑量豊かな緑地広場１

号を整備する 。  

（ ３ ） 子育て世帯を はじ め多様な人々の憩いの場と なる と と も に、交流を促進する 広場状空地１ 号及び３ 号を地区の中央に

整備する 。  

（ ４ ） 環状６ 号線沿いや目黒川沿いの歩行者動線を 受け止め、 建物低層部と 一体的なにぎわいを 形成する と と も に、 デッ キ

レ ベルの歩行者ネッ ト ワ ーク へ人々を 誘う 地上レ ベルのエント ラ ンス 空間と し ても 機能する 一団の空間を 備えた広場

状空地２ 号を 整備する 。  

４  公園の整備方針 

（ １ ） 日常的なにぎわい及び災害時の防災性の向上に資する 公園１ 号を整備する 。  

（ ２ ） 船着き 場と 一体と なり 、 水辺のにぎわい形成等に資する 公園２ 号を整備する 。  

（ ３ ） 地区北側に位置する 大崎駅東口第２ 地区等と 一体と なった緑のネッ ト ワ ーク の形成を 図る 。  

５  自転車等駐車場の整備方針 

（ １ ） 大崎駅東口周辺の放置自転車対策を 強化する ため、 自転車駐車場を整備する 。  
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建築物等の 

整備の方針 

１  土地の合理的かつ健全な高度利用を図る と と も に、 良好な市街地環境を 確保する ため、 建築物等の用途の制限、 建築物

の容積率の最高限度及び最低限度、 建築物の敷地面積の最低限度、 建築物の建築面積の最低限度等、 地区の特性に応じ て

必要な建築物等に関する 事項を定める 。  

２  周辺市街地と の調和に配慮し つつ、 個性豊かな魅力を発信する 良好な市街地景観の形成を図る ため、 建築物の高さ の最

高限度並びに壁面の位置の制限、 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める 。  

３  敷地内の緑化や屋上緑化の推進に努める と と も に、 周辺市街地と の緑の連続性や、 目黒川沿いの親水性の向上に配慮し

た空間形成を 図る 。  

４  低炭素エネルギーの活用及び建築物や設備の省エネルギー化を推進し 、 環境負荷の少ない施設建築物等を整備する 。  

５  地域防災力の強化に向け、 一時滞在施設及び防災備蓄倉庫を整備する 。  

６  水害時においても 建築物の自立性を確保する ため、 機能継続に当たり 必要な諸室や一時滞在施設・ 防災備蓄倉庫等につ

いては、 想定さ れる 最大浸水高さ 以上の位置に整備する 。  

７  都市構造上の位置付け、 都市基盤施設の整備水準など を勘案し て、 将来見直すこ と を想定し た容積率を地区全体と し て

５ ０ ０ ％と 設定する 。  

さ ら に、 地区ごと に地域環境の整備に資する 貢献内容等を評価し 、 容積率の最高限度を 設定する こ と によ り 、 地区特性に

応じ た都市空間を 形成する 。  

８  大崎駅に近接する Ａ 地区では、 研究開発機能を含む業務機能を集積さ せる 等によ り 、 駅東口の新たな玄関口と し ての拠

点性の向上を 図る と と も に、 Ｃ 地区では周辺の広場状空地や公園、 歩行者通路等の周辺環境への配慮のため、 Ａ 、 Ｃ 地区

内で容積の適正配分を 行う 。  

９  大崎駅周辺で形成さ れてき た１ ４ ０ ｍ程度の高層建築群と 連携し 、 品川方面や大井町方面等から の視線に配慮し た、 大

崎駅周辺の視認性を高める ス カイ ラ イ ンを 形成する 。  

再
開
発
等
促
進
区 

位置 品川区大崎一丁目地内 

面積 約４ ． ６ ｈ ａ  

土地利用に関する  

基本方針 

大崎駅前、 環状６ 号線沿い、 鉄道沿い、 目黒川沿い等の地区の立地特性等を 踏ま え、 土地の合理的かつ健全な高度利用を

図り ながら 、 駅東口の更なる 拠点性向上に寄与する ま ちの魅力を発信し 続ける 複合市街地の形成を 図る ため、 土地利用に関

する 基本方針を次のよ う に定める 。  

１  地区全体でも のづく り 産業や新産業に携わる 企業等の入居に対応し た業務機能、 研究開発等の機能及び都心居住や子育

て支援等を推進する 住宅、 商業等の機能を 複合的に導入する 。 ま た地区特性に応じ た広場や公園等を確保し 、 潤いと にぎ

わいある 複合市街地の形成及び周辺市街地と のつながり の強化を図る 。  

２  Ａ 地区は、 大崎駅と の一体性や回遊性を 向上さ せる 歩行者専用道路や駅に近接する 立地を生かし た駅東口の新たな玄関

口と なる 広場を配置する と と も に、 業務や商業等の機能を導入する 。  

３  Ｂ 地区は、 人々の交流の場と なる 広場を 配置する と と も に、 住宅や商業等の機能を 導入する 。  

４  Ｃ 地区は、 周辺環境や広場と の関係性に配慮し つつ、 業務機能等を導入する 。  

５  Ｄ 地区は、 目黒川沿いの水と 緑のネッ ト ワ ーク を形成する 潤いのある 緑豊かな広場等を 配置する と と も に、 住宅、 業務、

商業、 地域コ ミ ュ ニティ 等の機能を導入する 。  



 

 

再
開
発
等
促
進
区 

土地利用に関する  

基本方針 

６  Ｅ 地区は、 複合市街地の形成に資する 住宅等の機能の導入を図る 。  

７  Ｆ 地区は、 日常時のみなら ず災害時の活用も 想定し た公園を整備する 。  

主要な公共施設の 

配置及び規模 

種  類 名  称 面積及び幅員 延  長 備  考 

道  路 歩行者専用道路１ 号 ４ ｍ 約８ ０ ｍ 
新設、 デッ キレ ベル 

階段等を含む。  

その他の 

公共空地 

歩行者通路１ 号 ４ ｍ 約４ ５ ０ ｍ 

新設、 地上及びデッ キ

レ ベル 

階段、昇降機等を 含む。 

広場１ 号 約１ ， ０ ０ ０ ㎡ - 新設、 デッ キレ ベル 

緑地広場１ 号 約１ ， ０ ０ ０ ㎡ - 新設 

地
区
整
備
計
画 

位置 品川区大崎一丁目各地内 

面積 約４ ． ６ ｈ ａ  

地区施設の 

配置及び規模 

種  類 名  称 面積及び幅員 延  長 備  考 

道  路 区画道路１ 号 ８ ～１ ２ ｍ 約５ ０ ０ ｍ 新設 

公  園 
公園１ 号 約１ ， ０ ０ ０ ㎡ ― 新設 

公園２ 号 約３ ０ ０ ㎡ ― 新設 

その他の 

公共空地 

広場状空地１ 号 約２ ， ０ ０ ０ ㎡ ― 新設 

広場状空地２ 号 約１ ， ５ ０ ０ ㎡ ― 新設 

広場状空地３ 号 約６ ０ ０ ㎡ ― 新設 

歩行者通路２ 号 約４ ｍ 約７ ５ ｍ 新設 

歩行者通路３ 号 約４ ｍ 約９ ０ ｍ 新設 

歩道状空地１ 号 約５ ｍ 約１ ０ ０ ｍ 新設 

歩道状空地２ 号 約５ ｍ 約７ ０ ｍ 新設 

歩道状空地３ 号 約５ ｍ 約１ ３ ０ ｍ 新設 

歩道状空地４ 号 約３ ｍ 約１ ５ ０ ｍ 新設 

歩道状空地５ 号 約３ ｍ 約２ ７ ５ ｍ 新設 
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建築物等に 
関する 事項 

地区の 

区分 

名称 Ａ 地区 Ｂ 地区 Ｃ 地区 Ｄ 地区 Ｅ 地区 Ｆ 地区 

面積 約０ ． ８ ha 約０ ． ８ ha 約０ ． ４ ha 約２ ． ０ ha 約０ ． ４ ha 約０ ． ２ ha 

建築物等の 

用途の制限 

１  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する 法律（ 昭和２ ３ 年法律第１ ２ ２

号） 第２ 条第１ 項各号に掲げる 風俗営業及び同条第５ 項に規定する 性風俗関連特殊

営業の用に供する 建築物は建築し てはなら ない。  

２  建築基準法別表第二（ ぬ） 項に指定さ れている 建築物は建築し てはなら ない。 た

だし Ａ 、 Ｃ 及びＤ 地区においては、 同項第二号に指定さ れている 建築物は除く 。  

― 

建築物の容積率の 

最高限度 
１ ０ 分の７ ５  １ ０ 分の７ ０  １ ０ 分の２ ５  １ ０ 分の７ ０  ― ― 

建築物の容積率の 

最低限度 
１ ０ 分の４ ０  １ ０ 分の４ ０  １ ０ 分の１ ０  １ ０ 分の４ ０  ― ― 

建築物の建蔽率の 

最高限度 

１ ０ 分の６

ただし 、 建築基準法第５ ３ 条第３ 項の規定を 適用する 場合は、 こ の限り ではない。 
― ― 

建築物等の高さ の 

最高限度 

１ ４ ０ ｍ 

建築物の高さ

はＧ Ｌ ( Ｔ . Ｐ .

＋３ . ６ ｍ) か

ら によ る 。  

１ ４ ０ ｍ 

建築物の高さ

はＧ Ｌ ( Ｔ . Ｐ .

＋３ . ３ ｍ) か

ら によ る 。  

３ ５ ｍ 

建築物の高さ

はＧ Ｌ ( Ｔ . Ｐ .

＋３ . ８ ｍ) か

ら によ る 。  

１ ４ ０ ｍ 

建築物の高さ

はＧ Ｌ ( Ｔ . Ｐ .

＋２ . ５ ｍ) か

ら によ る 。  

１ ４ ０ ｍ 

建築物の高さ

はＧ Ｌ ( Ｔ . Ｐ .

＋３ . ３ ｍ) か

ら によ る 。  

― 

建築物の敷地面積
の最低限度 ５ ， ０ ０ ０ ㎡ ５ ， ０ ０ ０ ㎡ ２ ， ０ ０ ０ ㎡ ５ ， ０ ０ ０ ㎡ ２ ， ０ ０ ０ ㎡ ― 

建築物の建築面積
の最低限度 ２ ， ０ ０ ０ ㎡ ２ ， ０ ０ ０ ㎡ １ ， ０ ０ ０ ㎡ ２ ， ０ ０ ０ ㎡ ― ― 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこ れに代わる 柱は、計画図に示す壁面の位置の制限を超えて建築

し てはなら ない、ただし 、次の各号のいずれかに該当する 建築物等の部分については、

こ の限り ではない。  

１  歩行者の回遊性や利便性の向上、円滑な交通ネッ ト ワ ーク の形成に資する 歩行者

デッ キ、 階段、 エス カレ ータ ー、 エレ ベータ ー等に類する 用途に供する 建築物の部

分等及びそれを支える 柱その他こ れら に類する も の 

２  歩行者の快適・ 安全性の確保のために設ける 屋根、 柵、 標識等及び環境向上のた

めに設ける 案内板、 植栽帯、 ベンチ等その他こ れら に類する 用途に供する も の 

３  道路と 接続する 車路その他こ れら に類する 用途に供する も の 

― 



 

 

地
区
整
備
計
画 

建築物等に 

関する 事項 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１  建築物の外壁又はこ れら に代わる 柱の色彩に配慮し 、周辺環境と 調和し たも のと

する 。  

２  屋外広告物は建築物と 一体のも の、 歩行者空間と 調和のと れたも のなど と し 、 設

置位置、 形態、 規模、 意匠など について十分配慮がなさ れ、 良好な都市景観の形成

に寄与する も のと する 。  

― 

建築物の容積率の最高限度には、 建築基準法第５ ２ 条第１ ４ 項第１ 号に基づく 東京都容積率の許可に関する 取扱い基準（ 平成１ ６ 年３ 月４ 日 １ ５ 都市建

市第２ ８ ２ 号） Ⅱ３ （ 1） ( 4) の用途に供する 部分を除く こ と ができ る 。  

 

「 地区計画の区域、 再開発等促進区の区域、 地区整備計画の区域、 主要な公共施設の配置、 地区施設の配置、 地区の区分及び壁面の位置の制限は計画図表示

の通り 」  

理由： 土地の合理的かつ健全な高度利用と 都市機能の更新を 図り 、 多様な機能が高度に集積し た安全で快適な複合市街地の形成を 図る ため、 地区計画を 決定する 。  



こ の地図は、 東京都縮尺 1/2, 500 地形図を使用（ ７ 都市基交第 674 号） し て作成し たも のである 。 無断複製を 禁ずる 。 こ の地図の著作権は、 東京都及び株式会社ミ ッ ド マッ プ東京に帰属する 。  

（ 承認番号） ７ 都市政土第 315 号、 令和７ 年７ 月２ 日 

（ 承認番号） ７ 都市基街都第 131 号、 令和７ 年７ 月３ 日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都市計画地区計画 

大崎駅東口第４ 地区地区計画 計画図１  〔 東京都決定〕

道路中心線 

道路中心と 直交する 線 

見通し 線 

道路境界線 

鉄道敷地境界線 

地区施設境界線 

鉄道敷地境界線 

現況河川中心線 

鉄道敷地境界線 

道路中心と 直交する 線 

道路中心と 直交する 線 

道路中心と 直交する 線 

都市計画道路中心線 

地区施設境界線 

道路境界線 

地区施設境界線 

道路境界線 

地区施設境界線 
見通し 線 地区施設境界線 

A地区 

B地区 

C地区 
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地区計画、  
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東京都市計画地区計画 

大崎駅東口第４ 地区地区計画 計画図２  
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地区の区分線 

地区計画、  

再開発等促進区及び 

地区整備計画の区域 

 

主要な公共施設 

地区施設 

歩行者専用道路(デッ キレベル）  

歩行者通路 

(地上及びデッキレベル、昇降機等を含む) 

広場( デッ キレ ベル)  

緑地広場 

区画道路 

公園 

広場状空地 

歩道状空地 

歩行者通路 

A地区 

B地区 

C地区 

D地区 

E 地区 
F 地区 

〔 東京都決定〕
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東京都市計画地区計画 

大崎駅東口第４ 地区地区計画 計画図３  
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歩行者ネッ ト ワ ーク  

（ デッ キレ ベル）  

歩行者ネッ ト ワ ーク  

（ 地上レ ベル）  

船着場等（ 想定）  

昇降機等（ 想定）  

公園・ 広場等（ 想定）  

自転車駐車場（ 想定）  

東京都市計画地区計画 

大崎駅東口第４ 地区地区計画 方針付図１  

昇降機等 

歩行者専用道路１ 号 
（ デッ キレ ベル）  

公園１ 号 
（ 地上レ ベル）  

広場状 
空地３ 号 
（ 地上レ ベル）  

広場状 
空地１ 号 
（ 地上レ ベル）  

昇降機等 

歩行者通路１ 号 
（ デッ キ～地上レ ベル）  

昇降機等 

広場状空地２ 号 
（ 地上レ ベル）  

緑地広場１ 号 
（ デッ キ～ 
地上レ ベル）  

自転車駐車場 
（ 地上およ び地下レ ベル）  

広場１ 号 
（ デッ キレ ベル）  

公園２ 号 
（ 地上レベル）  

船着場等 

大崎駅や目黒川と の接続性を高める 歩行者ネッ ト ワ ーク 断面イ メ ージ図（ デッ キ～地上部分）  
至大崎駅 至目黒川 

自転車駐車場 

大崎駅既存デッ キ 
（ 駅改札レ ベル）  

昇降機等 

GL 

歩行者専用道路１ 号 

広場１ 号 
昇降機等 

昇降機等 

広場状空地１ 号 

歩行者通路１ 号 緑地広場１ 号 

船着場等 

〔 東京都決定〕


